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  財務部定期監査結果報告のこと 

 

地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定により、みだしの監査を

実施したので、その結果を別紙のとおり報告する。 
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案

財務部定期監査の結果について 

 

Ⅰ 監査の対象 

  財務部 

財政課 契約課 管財課 財政健全化室 

税務室 

税制課 市民税課 資産税課 納税課 債権管理課 

 

Ⅱ 監査の期間 

  平成２７年８月２１日から平成２７年１０月２６日まで 

 

Ⅲ 監査の範囲 

  平成２７年６月末日現在における財務に関する事務 

 

Ⅳ 監査の方法 

  財務部各課から予算の執行状況、物品の管理状況等について、資料の

提出を求め、関係諸帳簿等について調査確認し、必要に応じて関係職員

の説明を聴取し、財務会計処理が法令等に基づき適正に行われているか、

事務の執行が計画的かつ効率的に行われているかについて監査を実施

した。 

  監査の対象事項としては、以下のとおりである。 

⑴   予算の執行等 

⑵   収入事務 

⑶   支出事務 

⑷   補助金 

⑸   貸付金 

⑹   契約事務 

⑺   財産管理 

⑻   文書事務 

⑼   出張命令 

 

Ⅴ 監査の結果 

資料 ３  
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今回の監査は、財務に関する事務の執行状況を中心に実施したのであ

るが、おおむね適正に執行されているものと認められ、事務処理上、特

に指摘する事項はなかったが、市税については、次のとおり引き続き収

入の確保に努められるよう要望する。 

なお、別途改善の検討を指示した事項については、改善措置を講じら

れたい。 

  

 １ 市税収入について 

  平成２７年６月末日現在における市税の収入状況は、別表に示すとお

りである。 

  市税の収入未済額は、滞納繰越分で 2,359,599,852 円となっている。 

  徴収対策としては、預金等の差押を中心とした滞納処分の強化、平日

夜間・土曜日納税相談窓口の毎月開設、法人への一斉給与照会の実施な

ど、収入未済の解消に向けた努力が続けられており、決算における市税

収入率は、平成２３年度から４年続けて上昇し、収入未済額も減少して

いる。 

貴重な自主財源の確保と負担の公平を期するため、今後も徴収体制の

より一層の充実、強化を図るなど、引き続き収入未済額の縮減及び収入

率の向上に取り組まれることを要望する。 



当年度 前年度

円 円 円 円 ％ ％

39,846,100,000 39,043,685,877 14,875,037,109 24,168,648,768 38.1 36.6

18,295,000,000 17,169,592,893 4,229,808,403 12,939,784,490 24.6 21.7

　（個　人） 15,315,000,000 16,201,825,532 2,728,780,173 13,473,045,359 16.8 17.0

　現年課税分 15,113,000,000 15,282,956,930 2,654,599,164 12,628,357,766 17.4 17.8

　滞納繰越分 202,000,000 918,868,602 74,181,009 844,687,593 8.1 6.3

　（法　人） 2,980,000,000 967,767,361 1,501,028,230 0 155.1 97.3

　現年課税分 2,976,000,000 942,856,000 1,499,630,730 0 159.1 100.0

　滞納繰越分 4,000,000 24,911,361 1,397,500 23,513,861 5.6 4.0

16,284,000,000 17,523,475,423 8,213,684,235 9,309,791,188 46.9 46.2

　現年課税分 15,807,000,000 16,083,487,400 7,968,523,359 8,114,964,041 49.5 49.1

　滞納繰越分 294,000,000 1,257,207,223 80,585,076 1,176,622,147 6.4 5.1
国有財産等所在市町
村交付金及び納付金 183,000,000 182,780,800 164,575,800 18,205,000 90.0 100.0

314,000,000 349,486,875 278,917,370 70,569,505 79.8 78.3

　現年課税分 309,000,000 318,970,000 277,133,200 41,836,800 86.9 86.1

　滞納繰越分 5,000,000 30,516,875 1,784,170 28,732,705 5.8 5.2

1,662,000,000 425,153,188 425,151,768 1,420 100.0 100.0

300,000 0 0 0 　　  － 　　  －

現年課税分 300,000 0 0 0 　　  － 　　  －

　入湯税 800,000 305,700 305,700 0 100.0 100.0

　都市計画税 3,290,000,000 3,575,671,798 1,727,169,633 1,848,502,165 48.3 47.5

　現年課税分 3,218,000,000 3,270,054,700 1,707,596,081 1,562,458,619 52.2 51.8

　滞納繰越分 72,000,000 305,617,098 19,573,552 286,043,546 6.4 5.2

　現年課税分 39,269,100,000 36,506,564,718 14,697,515,802 21,809,048,916 40.3 39.0

　滞納繰越分 577,000,000 2,537,121,159 177,521,307 2,359,599,852 7.0 5.5

注  １　現年課税分の収入未済額には、納期未到来分を含む。

    ２  法人市民税（現年）は、未調定（未申告で納付あり）の事業所があるため、調定額を収入が上回る場合がある。

    ３  財務部税務室提出資料による。

調　定　額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収入率

円 円 円 円 ％

平成  市　　　　税 42,702,217,908 39,580,407,483 196,935,414 2,924,875,011 92.7

24 現年課税分 39,638,440,199 38,882,937,011 2,350,412 753,152,776 98.1

年度 滞納繰越分 3,063,777,709 697,470,472 194,585,002 2,171,722,235 22.8

平成  市　　　　税 42,873,002,574 39,958,258,839 164,059,053 2,750,684,682 93.2

25 現年課税分 39,950,324,492 39,284,641,389 2,052,056 663,631,047 98.3

年度 滞納繰越分 2,922,678,082 673,617,450 162,006,997 2,087,053,635 23.0

平成  市　　　　税 43,351,347,118 40,603,394,541 200,354,007 2,547,598,570 93.7

26 現年課税分 40,604,143,740 39,966,770,937 1,140,981 636,231,822 98.4

年度 滞納繰越分 2,747,203,378 636,623,604 199,213,026 1,911,366,748 23.2

[別表]

　　 平 成 27 年 度　市 税 収 入 状 況

　　　　　平成27年6月末日現在

税       目
予　算　額 調　定　額 収 入 済 額 収入未済額

収　入　率

　市　      　税

　市　民　税

　固定資産税

市 税 収 入 状 況 等 の 推 移 （決 算 時）

区       分

　軽自動車税

　市たばこ税

　特別土地保有税
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